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１． はじめに

　

１９９０年代から社会福祉関係法令の改正や意見書
等において 「公私協働」 がキｒワードとして頻繁

に使われるようになり１）
、 また行政や自治学にお

いても「公民協働」 や「官民協働」「公民のパー

トナーシップ」等の用語が用いられている。 近年、
市民と自治体とで協働のルールづくり （松下

２００９） や条例づくり （野沢２００７）、 市民会議の開
催 （佐藤２００５） などが増え、 市民の多様な生活課

題解決に向けて公私協働の仕組みづくりが行われ
ている （世古２００９）。 右田 （１９９３：９） は、 地域

福祉の推進のために「新たな公共－ “課題におけ
る共通′性’ と

　

”対応における公共１生’」 の構築を

提案し、 現代社会における生活課題や課題構造そ

のものが、「私」 的努力による解決に限界がある
ところから、 共同性・共同関係に基づく協働が要
請されていると述べている。『これからの地域福

祉のあり方に関する研究会報告書』（厚生労働省

２００８）は、地域における「新たな支え合い（共助）」

の構築を提起し、「行政や事業者・専門家と住民
とは、 互いに相手の特性を生かしながら地域の生

活課題の発見、 解決という共通目的のために協働

する相手である」 と明記している。

　

障がい児２）の生活課題は、 医療・保健・教育・

福祉・就労などが複雑に絡み合って現れることか

ら、 その対応は社会福祉分野だけでは対応しうる
ものではなく、 人びとの知と全社会システムあげ

ての対応と協働が要請されているといえる （右田

２００５：１３）。２０００年２月に誕生した 「国際障害連盟

ｑｎｔｅｒｎａｔｉｏｎＩ

　

Ｄｉｓａｂｉｌｉｔｙ

　

Ａ１ｉａｎｃｅ：略称工ＤＡ） は、

「世界政治と国際障害領域における障害者の声を

強化する」 ことを掲げ、「障害者による、 障害者

のための、 障害者の均等化のさらなる促進」 をと

おして「完全参加と平等」の達成を目指している。
日本においても、２０１０年に障害者制度改革推進本

部会議の下に障害者制度改革推進会議が設置さ

れ、「私たち抜きに私たちのことを決めないで

（Ｎｏｔｈｉｎｇ

　

ａｂｏｕｔ

　

ｕｓ，ｗｉｔｈｏｕｔ

　

ｕｓ）と い う ス ロ ー

ガンの下、構成員の過半数を障がい者とその家族

が占めることになった （発達障害白書２０１２：３）。
このことは、 当事者を単なる意見聴取対象として

考えるのではなく、福祉政策・制度決定の主体と

して認識していることを意味し、 当事者と福祉制

度決定者との協働の可能性を秘めているといえよ

う。 右田 （１９９３：１３） は、 公私協働と地域福祉実

践は、 生活主体 （「私」「個」「家族」） の側に立脚

したところの公共的営為であり、 その実践活動の

プロセスに着目した研究を積み重ねていくことが

必要であると述べている。

　

そこで、 本研究は、 障がい児支援の実践活動に

おける参加者の意識・認識の変化、 参加者間のダ
イナミズムに着目し、 公私協働のプロセスを明ら

かにすることと、 障がい児支援における公私協働

の促進要因を明らかにすることを目的とする。

２． 調査概要

（１）調査対象
本研究の調査対象は、「Ａ市障がい児療育・教

育研究会 （以下、「研究会」）」 ３）である。「研究会」

は、２００５年に「Ａ市支援学級親の会」（以下、「親

の会」）４）の代表らが市長に対して障がい児支援

体制整備を要望する活動がきっかけで立ち上がっ
た。 当時、Ａ市には障がい児療育施設はあったが、
障がい日数に比べて十分とは言えず、 親は子ども
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の日常生活課題に関する悩みを医療機関に頼るし

かなく、 心理的支援を十分得ることができなかっ

た５）。 そこで、「親の会」 の執行部は市長に提言す

ることにし、障がい福祉課長と市議員が「親の会」

と市長との橋渡し役を担い、２００５年１１月に市長と

の対話の場を設け、 障がい児相談支援の充実を要

望したが、 その要望は受け入れられなかった。 そ

の後、「親の会」 のメンバーは、 先進的な取り組

みをしているＡ市と同じ規模 （中核都市） の他自

治体６）の障がい児総合療育施設を見学し、 行政に

対しても同施設の視察と報告会の開催を要求し

た。 この要求に応える形で２００５年１２月に保健福祉

局長と障がい福祉課の職員８一人が視察を行った。

その一週間後報告会を開催し、視察結果について

「親の会」 代表たちに対して報告を行った。 この

時に互いに継続的な対話の場を設ける必要がある

と認識し、 翌月の２００６年１月２３日に行政と 「親の

会」 との「研究会」 が設立された。「研究会」 の

主催は障がい福祉課にし、 会場の確保、 参加者へ

の連絡、 会議の記事録を担うことになった。 現在

の 「研究会」 は 「親の会」 と行政を中心に．しつつ

多様な主体７）が参加している。 活動内容は、 定例

会議や作業部会等を開催し、市全体の障がい児の

生活課題の解決について協議を行い、 必要な福祉

サービスの整備を求めて市政に提言活動を行って

いる。その他に市民啓発運動や障がい児を有する

親 （以下、親） への支援活動などを展開している。

　

「研究会」 を研究対象として選んだ理由は、 ①

「研究会」 には親と行政職員、 保健所等の行政機

関、 福祉専門施設、 民間施設、ＮＰＯ法人代表等

の幅広い主体が参加しており、 公私協働の場とし

て機能していくプロセスを観察できる、 ② 「研究

会」 でつながった関係を活かして公私協働による

活動を展開していく様子や、市政への提言・提案

活動によってアウトカムを生み出していく実践活

動に着目することによって、 公私協働の促進要因

を解明し、 地域福祉における公私協働の要件を提

示できると考えたからである。

れる研究会、作業部会、 市長への提言活動、打ち

合わせ、 非公式な場に参加し、 参与観察８）による

フィールドノーツを蓄積してきた。 参与観察の方

法、 手順、 記録等はフィールドワークの技法を参

考にしている （佐藤２００２）。 インタビュー調査は、

２０１０年１２月３日～１２月２８日にかけて実施した。「研

究会」の参加者は３５人前後であるが、①研究会の

設立当時の背景を熟知していて、 ②継続して毎回

参加している者８人に調査の協力を求め９）
、 承諾

を得た。 調査協力者は、 親３人、「研究会」 担当

の行政職員３人、 議員１人、 教育委員会１人であ

る。 インタビュー項目は①研究会に参加したきっ

かけ、②研究会に参加するうえで心懸けている点、
③研究会に参加して変わった点、④研究会に参加

して良かった点、 ⑤研究会に参加するうえで大変

な点、 ⑥研究会への期待、 について一人につき９０

分から１８０分の半構造化面接を行った。 イ ンタ

ビュー内容は、ＩＣレコーダーに録音し、 逐語録

化した。

（３） 調査分析方法

　

インタビュー調査によって得られた発言の逐語

録を内容によってある一定の長さに区切り、 オー

プンコード （サブカテゴリー） を付加する作業を

行い、 データのセグメントやコーディング作業は

ＭＡＸＱＤＡソフトを使用 した （佐藤：２０１０）。 佐

藤 （２００９：９１－１０８） の質的研究方法を参考にこの

作業を繰り返して行い、 次に調査協力者の立場別

に分けて比較検討し、 同様の内容であると判断し

たものを集約し、さらに立場を超えて比較検討し、
同様の内容であると判断したものを集約し、焦点

的カテゴリー （以下、 カテゴリー） を生成した。

　

その結果、２３のサ ブカテ ゴリーと６つのカテ ゴ

リーが抽出された。 ６つのカテ ゴリーは、 《対立

的》《戦略的な取り組み》《協働の場としての意

識》《思いの共有》《公私協働感情の萌芽》《公

私協働による活動の展開》である。

３． 倫理的配慮

　

日本社会福祉学会研究倫理指針に基づき、調査

協力者に研究目的及びインタビュー調査方法、 イ

ンタビュー内容について事前に口頭で説明し、 調

（２）調査方法
調査方法は、 参与観察及びインタビュー調査法

である。 筆者は、２００６年４月から定期的に開催さ
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査協力者の立場を十分配慮すること、 調査データ

の管理方法、調査結果を学会や全国学会誌等に発

表する旨を伝え、後日「調査依頼書」を送付した。
インタビューは 「同意書」 に署名してもらった後

に行い、 インタビュー内容の逐語録を調査協力者

全員に確認してもらうために送付した。 そして、
研究会の作業部会の場で、「研究会」の活動記録
のまとめとインタビュー調査による分析結果（表１）

と公私協働の展開のプロセス （図１） について発

表し、調査協力者から本研究の妥当性を支持して

もらい、 学会や学会誌への発表の許可を得た１０）。

４． 調査結果

　

インタビュー調査を分析した結果、 組織自体の

変容と活動内容の変遷によって参加者の意識が公

私協働に向けて４段階に変化したことが分かっ
た。 行政と「親の会」 との二者間の組織から多
主体による組織に変化したこと、 要求・陳情が主

であった「研究会」の在り方を事例研究や学習会、
視察報告などの方法に変えたこと、 市長への提言

表１ インタビュー調査の分析結果

カテゴリー サブカテゴリー データの一部

①対立的 対抗心 （親） 最初の間もないころは喧嘩腰でした。 バーサスという感じだったんで
すね。 なぜお母さんのことを分ってくれないんだと怒りがありました。
（行政） あのころは模索の時期でしたね。 障がい児の親に対して苦手でした。

厳しい態度 （行政）お母さんたちと初めて顔合わせたとき、厳しくてね。 マイクをおいて、
ブープレコーダーおいて、 机を叩きながらでした。
（親） その時は血の気が多くて…。

戸惑い （行政） 行政と市民との対話を継続していた経験ないし、 それではじめはど
うしていくのか戸惑いましたね。 ですから毎回 「どうしようか、 どうしよう
か」 で…。

要望を言う親、要
望を聞く行政

（議員） 保護者は要望を出す立場、 行政は受け止める立場っていうので、 結構
こちらは親の立場で言っていくみたいなそういう関係が１０年続きましたね。

②戦略的な取り組
み

調べる （親） だいたいＡ市と同じ規模の自治体でいい取り組みをしているところを
探しました。
（行政）保護者の方から”ここはいいよ”と紹介していただいて、情報をもらっ
て、 ネットで調べて電話したりとか……。

言い方の工夫 （行政） できることとできないことを率直に言うようにしたんです。
物理的な面の工夫 （行政） 会場の机を楕円形に配置しました。 会議で細長楕円形の目線でもの

を言うと喧嘩目線にはなりませんから…。
批判しない （親） 絶対に批判をしないことにしています。 この場はどちらかを責める場

ではない、 抗議する場ではない、 と注意を促します。
（行政） 研究会ではみんなが楽になれる仕組みを考えていけばいいかなと、
楽しくなるような、 どこどこ責めるんじゃなくて。

役割分担 （親） たとえば、 強く出たほうがいい時は強い部隊を出すし、 引くべきとこ
ろは引くというように作戦を練るとか。
（行政） 研究会への参加メンバーは 「親の会」 から提案をいただいて、 障が
い福祉課から連絡しました。

多主体の参加勧誘 （行政）教育委員会の参加については議員の力が大きかったです。途中から（筆
者） が入って緩衝地帯のようになって助かりました。
（議員） 民間施設をないがしろにして進めていくと絶対にいいことにはなら
なし）０
（親） 新しい参加者が居心地悪くならないようにフォローし、「今度またぜひ
参加してください」 と言います。

市政への提言 （議員） 戦略を練ってたんです。 市長との本音トークを 「親の会」 の名前で
申し込んで… 「障がい児療育・教育研究会」 の席に市長が座ると…。
（親）「親の会」 でアンケートを取り市長にもっていきました。

主催は行政 （議員）「親の会」 が主催になったら当然市はお客さんになるし、 それで障が
い福祉課が主催になることを考えたんです。 それを障がい福祉課が受けてく
れたことが相当勇気の要ったことだと思うんです。
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③「協働の場」と
しての意識

みんなで考える場 （親） みんなで一緒に考えたこと、 同じ方向で、 同じ目的で考えて、 障がい
を持っている子を支援している人、 それに関わる人たちみんなで考えていけ
る場をつくれたことがすごい意義があると思います。
（教育委員会） みんなで話すことがとても好きだし、 面白いです。
（行政） 研究会で良かったのは、 保護者と福祉関係者だけじゃなく、 教育委
員会や保健所、 それ以外の方も来られるし、「いろんな方の意見を取り入れ
られた」 ことだと思います。

情報共有を図る場 （行政） 研究会は情報交換ができるので意義があります。
（親）「情報発信の場」であると思います。
（議員）Ａ市にはどれだけ療育している機関があるのか、民間公立問わず、「親
の会」 とかどういう形であるのか、 お互いにどんなことをしているのか 「共
有」 しましょうということから始めて…。

実情を理解する場 （行政） 研究会は互いの実情を分かり合える場でした。
ｉ（親） 研究会に参加する前には、

“やってます” という相手の言葉に否定の言
葉ばかり考えていていましたが、 今はやろうとしていることが完壁でないけ
れど、 その思いは理解するように変わりました。

④ 「思い」 の共有 「思い」 の共感 （親） 障がいがあろうがなかろうが、 わが子が幸せであってほしいと願って
いるのは一緒ですよね。
（行政） 何度もいうけど子どもを思うお母さんの熱き思いですわ。
（行政） 研究会に参加していろんな立場の方と知り合って、 それぞれの思い
があって、 市に対して何とかして欲しいと期待しているものを皆さんから感
じました。

一緒につくり上げ
たい

（行政） 自然とお母さんたちのわが子を思う気持ちが何とか実現できるよう
に一緒につくりあげたいなと思って…。
（議員） 本当にやろうと思ったら 「一緒に考えませんかと提案をした」 とこ
ろが重要でした。
（親） 去年暮れのワークショップのことが良かったです。 あれほど長い時間
一つのテーマについて熱く話し合いましたので、 とても良かったです。

共通目標の発見 （行政） 何とかして規模は小さいかも知らないけど、 療育センター的なもの
をつくりあげたいとベクトルがそっちに向いてたんじゃないかな。 お母さん
たちだけでなく、 研究会に入った行政のメンバ」もね。

⑤公私協働感情の
萌芽

一つになる （親） 研究会に参加して、 聞いてくれる、 分かってくれようとしていると思
いました。 親ができる部分と行政ができる部分とは違う。 ここが一つになる
とすごいことができるんじゃないかなと思いました。
（行政） 保護者の方と 「協力関係」 が築けたことが重要でした。

同志という感情 （教育委員会） なんか、「同志」 という気がするんですね。
（親） 行政は苦情を言われているような、こっちは苦情を言っている感じだっ
たでしょう。 しかし、 今は変わりました。 ある意味では馴れ合いかも知りま
せんが、 一緒にやろうという今のほうが私は好きですね。
（行政） 一緒に時間をかけて考えようという雰囲気にあの会はなってました
んで…。

手をつなぐ （教育委員会） 子どもを幸せにするために行政と家庭と絶対に手をつながな
いといけない、 福祉も…。
（親） 親は行政に任せきりにするのではなく、「ともにやろうよ」 と。（親）
やはり「障がい児者に優しいまちづくり」をいろんな方々と一緒に考えて、「Ａ
市ならこれって」 という何かができるといいなと考えています。
（行政） 機関連携とよく言いますが、 顔を知らにゃ…機関と機関で連携しま
しょうと建前上言ってもやはり顔を合わせて話し合うことで初めて人と人が
つながるんだと思います。（行政） 研究会のおかげで、 気軽に声をかけられ
るようになってきました。 保護者だったら○○さんに、 教育委員会だったら
００先生に、 夏のキャンプの時もＮＰＯ法人や親に助けてもらったり…。 研
究会と市役所の中で教育、 保健、 福祉にまたがっていますので、 市役所の中
で横のつながりができたのはよかったです。
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⑥公私協働による
活動の展開

使命感 （親） 次のお母さんたちが負の連鎖を繰り返されるのは嫌です。 先を歩むも
のとして全体的に底上げを目指そうとしました。 若いお母さんたちを支援し
ようと思いＯＢ会を立ち上げました。
（行政） 連携しながら仲間を増やし、 行政や横との連携で自分たちの力を強
くして…。

目的は子どもの幸
せ

（親） 障がいのある子の親は、 わが子のために必死になって準備します。 し
かし、 直接はうちの子のために役に立たないけど周りの子どものために良い
だろうと思って準備すると結局はわが子のためにもなるでしょう。
（議員） 子どもたちを真ん中にして、 教育と療育に関わっている人たちがい
ろんな議論をする‐‐。
（教育委員会） 究極の目的は子どもの幸せです。

注１：（

　

） は発言者の属性を表す。
注２：データはインタビューの逐語記録の一部である。

活動の準備と実行、 目に見える成果を得る成功体
験をとおして、 参加者は公私協働の意義を認識す
るようになり、 公私協働の感情が醸成されていっ
たことが分かった。 表１は、 イ ンタ ビュー調査に

よる分析結果として、 カテゴリーごとの主なデー

タを示 したものである。 カテ ゴリーは《

　

》、 サ

ブカテゴリーは＜

　

＞、 分析対象とした発言内容

は 【

　

】 に表記する。 図１は、「研究会」 におけ
る公私協働のプロセスを参与観察と表１を基に図
解したものである。

（１） 第１段階－対立から対話への戦略

　

「研究会」 が発足した初期段階に親と行政は《
対立的》な意識をもっていた。 親は 【最初の間も

ないころは喧嘩腰でした。 バーサスという感じ

だったんですね。 なぜお母さんのことを分かって

くれないんだと怒りがあり】、 研究会の場で＜対
抗心＞を強く表明していた。この時期、レコーダー

を準備して机を叩きながら意見表明する＜親の強
い発言や厳しい態度＞に接した行政職員は 【親に
対して苦手意識を持つこともあった】 ことや 【市
民との対話を継続して行った経験もなく、 研究会
の運営について＜戸惑い＞を感じながら模索して

いた】 という。 行政と親とが《対立的》な関係で

ありながらも、研究会を続けることにした理由に
ついて親は 「いろいろと頑張ってみたけど、 個人

や民間では限界があると感じ、行政と手を結ぼう」
と《戦略として》行政と協働することを選んだと
語っている。 この模索の時期に行政も親も戦略的

に取り組んでいた。 親は、 障がい児支援に先進的

に取り組んでいる他自治体の事例を＜調べ＞ては

「親の会」 のメンバーで見学をし、 そこで得た情

報を行政側に伝え、行政職員による視察を要望し
た。行政は《対立的》な関係を打破するために戦
略として 【喧嘩目線にならならないように、会場
の机の配置を楕円形にする】 など＜物理的な面で
工夫＞したり、 議論の際に 【行政の実情からでき
ることとできないことを率直に言うようにした】
と言う。親は【強く出たほうがいい時は強い部隊
を出し、 引くべきところは引く】、 そして絶対に

＜批判をしない＞ことを《戦略的に》心懸けてい

たと言う。「研究会」 は＜主催を障がい福祉課＞
にしているが、 その理由について議員は、【「親の

会」 が主催になったら、当然市はお客様になるし
…、 それで障がい福祉課が主催になることを考え

たんです】 と戦略的に行政との役割分担を明確に
していたことを語った。

（２） 第２段階－多主体の参加者による協働の場

　　

づくり

　

「親の会」 と行政が協力して＜多主体の参加＞
を促し、 障がい児支援施設・機関の代表、 教育委
員会、ＮＰＯ法人の代表、 医療関係者、 学識経験
者など幅広い参加者による 「研究会」へと変わっ
ていった。 親は、【新しい参加者が居心地悪くな

らないようにフォローし、 継続して参加してくれ

るように促す】 ことを心懸けているとのことだっ
た。「研究会」に多主体の参加が増えることによっ
て、親と行政との《対立的》な関係は緩和され【議
論し合える、 建設的に理解し合える場＜みんなで
考えていける場＞】として意識するようになった。
この時期に「研究会」 は、 学習会や講演会や事例
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検討会をとおして 【民間公立問わずお互いにどん

なことをしているのか共有】 することから＜情報

共有を図る場＞として機能し、 参加者間で他機関

のサービス内容や課題等の＜実情を知る場＞と

なった。【障がいがあろうがなかろうが、 わが子

が幸せであって欲しいと願っているのは一緒です

ね】と語る親の気持ちについて、他の参加者が【子

どもを思うお母さんの熱き思い】 に共感し、《思

いを共有》するようになった時期である。 行政職

員は 【お母さんたちのわが子を思う気持ちが実現

できるように＜一緒につくりあげたい＞と思うよ

うになった】、【何とかして規模は小さいけれど、
療育センター的なものをつくりあげたいというベ

クトルがそっちに向いたんじゃないかな。 お母さ

んたちだけでなく、 研究会に入った行政のメン

バーもね…】 と＜共通目標＞に合意した気持ちに

ついて語った。行政職員は先進的な他自治体の視

察１１）を行い、「研究会」 で報告し、 参加者間で協

議を重ねた。この段階は、「総合療育相談センター」

設立を市長に要望した時期であるが、 そのために

互いにアイディアを出し合い、 時間を掛けて協働

して準備した。そして、市長へのプレゼンテーショ

ンを実行した結果、 総合療育相談センター設立が

決定された。
＜第１段階＞

　　　　　　　　　　　　　

＜第２段階＞
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（３） 第３段階－公私協働意識の醸成

　

２００８年１月９日に既存の総合福祉施設の一角に

事務スペースを設け、主事１名、相談員２名で 「Ａ

市総合療育相談センター」 が開設され、「『研究会』

が産みの親」と言われるようになった。 親から「子

どもの療育記録ファイル （通称かがやき手帳）」

の必要性が提案され、「研究会」で協議を重ね （５

回）、 市に提言した。 その結果、 市の負担で無料

配布することになった１２）。 公私協働による活動に

よって、 目に見える成果を得る経験をとおして参

加者は 【親にできる部分と行政のできる部分とは

違う、 ＜一つになる＞とすごいことができると思

う】 ようになったことや 【一緒に時間をかけて考

えようという雰囲気があった】、【なんか同志とい

う感じがするんですね】 と＜同志という感情＞が

芽生えたと語っている時期である。 親は 【行政に

任せきりにするのではなく、 共にやろうという気

持ちになった】 ことや 【いろんな方々と一緒に考

えて、 障がい児に優しいまちづくりを 「Ａ市なら

これっ」 ということを目指して＜手をつなぐ＞こ

とにした】 という。 行政は、【他部署とのつなが

りが形成できたことから共に思いを寄せて、 力を

合わせていく感情が生まれた】 と《公私協働の感

情が萌芽》したことを語っていた。
＜第３段階＞
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Ａ市療育・教育研究会における公私協働のプロセス
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（４） 第４段階－公私協働による活動の展開

　

障がい児支援のために多様な主体が集まり、 長
時間かけてワークショップ１３）を行い、 意見交換と

情報共有を図った。 Ａ市の子どもたちの深刻な生

活実態を知って、 親をはじめ参加者が驚くととも

に 「わが子のためだけではなく、 わが町Ａ市の子

どもたちの幸せのために何かしないといけない」

という意識に変わる契機になった。

　

《公私協働による活動の展開》とは、「研究会」
でつながった関係を活かし、 行政や教育委員会、
大学、ＮＰＯ法人等が必要に応じて障がい児支援

のために協働して活動を繰り広げている実態を意
味している。 具体的には公私協働して親のニーズ

調査実施１４）、 市民啓発活動、 教育現場への情報提
供活動、 障がい児とのキャンプなどを実践してい

る。親は 【負の連鎖を断ち切るために】 ＜使命感
＞に基づいて、 多主体の代表は 【＜究極の目的は

子どもの幸せづくり＞である】 と認識し、 公私協
働して議論を重ね、 アイディアを出し合い、 力を

合わせて、 共に汗を流しながら活動を展開してい

るのである。

５． 考察－公私協働の促進要因

　

図１は、「わが子のために」 行政に働きかけつ

づけた親の運動によって、 行政をはじめ多様な主

体が巻き込まれ、 公私協働を経験し、「研究会」
を通じて形成された関係を活かし、 公私協働で障
がい児支援活動を展開するに至ったプロセスを示

したものである。 公私協働による活動は、「共通

目標の発見」 が前提であり、 その共通目標は、当

事者 （本稿では親） の「思い」を共有することが

要件であった。「研究会」の活動からは「目に見
える成果を得る」成功体験によって参加者の公私
協働のモチベーションが高まったことが分かっ
た。 しかし、 協働は本来しんどいことで、 続ける

には協働の覚悟が必要になる （松下：２００９：１９）。
障がい児支援のための協働は立場や意識によって
温度差があるといえよう。 にもかかわらず、「研

究会」 では立場を超えて公私協働を続けている。
公私協働を覚悟し継続できた促進要因を明らかに
するためにインタビュー内容（表１）より考察する。

１） 責任感

　

「研究会」 の参加者が時間と労力を要する公私

協働を選ぶように促された要因は、 障がい児支援

に対する責任感からだといえる。「研究会」 では、
親や福祉現場から障がい児の深刻な生活問題につ
いて報告され、 その解決のために議論された。 ま

た、 参加者からは実践活動内容を報告し合い、情
報を共有することによって協働の可能性を見つけ

合う場にもなっていた。 親は 【次のお母さんた

ちが「負の連鎖」 を繰り返されると思うと嫌で
す。 先を歩む者としてＡ市の福祉が充実できるよ

うに、 全体的底上げを目指そうとしました】 と責
任感について語り、 行政は 【研究会に参加してい

るいろんな立場の方がそれぞれの思いがあって、
市に対して何とかして欲しいと期待しているもの

を感じました】 と行政の責任感について語ってい

た。 初期段階の「わが子のために」という親の「思

い」 は、「研究会」 活動をとおして「わがまちＡ
市の障がい児支援のために」 というビジョンへ変

わった。 宮田 （２００１：１８１） は、「地域を変えてい

くのは障がいを持つ本人であり、 その家族です。
そして地域に存在する援助機関それぞれの責任感
と自覚が不可欠である」 と強調している。「研究
会」の参加者は 【子どもを真ん中にして、 教育と
療育に関わっている人たちが議論をして…、 究極

の目的は子どもの幸せのために…】 と責任を負っ

て、 各自公共主体としての役割を確認し、 精一杯

活躍して協働していくのである。

２） 柔軟な組織運営

　

初期段階の「研究会」 は、 親と行政の二者間で

《対立的》な関係で行われた。その時期に両者は
意識して多様な主体の参加を促し、 また口コミで

同じ志を持つ人たちが集まるようになった。 次第

に「研究会」は幅広いアクターによる＜情報共有
を図る場＞として機能し、 公私の垣根を超えた柔
軟な運営によって、 力を合わせていく方向に向か

うことができた。 平野 （２００８：６０） は、「単なるコ

ミュニケーションの場ではなく 『テー ブル』 を囲

んで、 対立し、 議論し、あるいは譲歩し、同調し、
合意する。 身体的に近接させながら人間と人間と

が理解し合う空間としての 『テーブル』 を地域福
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祉は必要としている」と述べている。「研究会」は、

多様な主体が障がい日支援のためにテーブルを囲

んで協議し、 親の熱き《思い》を共有すること

から「彼もしくは彼らの問題」 から「私たちの問

題」 へと認識を変えていく力動を発展させていっ

た。【研究会の雰囲気も最初と全然違ってきて…、

００対○○ではなく、 手をつなぎ合う大切さを学

びました】 と親は語っている。行政職員は【保護

者だったら００さんに、 教育委員会だったら○○

先生に、 夏のキャンプの時もＮＰＯ法人や親に助

けられたり…】 と「研究会」を通じてできた関係

を活かし、 しなやかに協働することを意義として

挙げていた。 自由な参加による柔軟な組織運営に

よって対等な関係をつくりあげたことによって公

私協働を促すことにつながったといえる。

３） 戦略的な取り組み

「研究会」 の公私協働を促進した要因として、
いくつかの戦略的な取り組みを挙げることができ

る。まず、「研究会」 の事務局を障がい福祉課に

置いたことである。「研究会」 の立ち上げの際に

【…行政がお客様にならないようにするために…、

それを障がい福祉課が受け入れてくれたことは相

当勇気の要ったことだったと思うんです】 と行政

の責任を明確にしようとした戦略について議員は

語っている。 行政職員は 【会議室の確保にしても

連絡にしてもそれほど労力の要る仕事ではないで

すし、 それをやることでいろんな方が集まってく

ださることですから…】 と語っていた。 次に、 参

加者は＜絶対批判をしない＞ことを戦略の鉄則と

していたことが挙げられる。 行政職員は 【研究会

でみんなが楽しむ仕組みを考えていけばいいかな

と、 楽しくなるような…どこどこ責めるんじゃな

くて…】 と心懸け、 親は 【絶対に批判をしないこ

とにしています。 この場はどちらかを責める場で

はない。 抗議する場ではなしト・と注意を促してい

ます】 と言っていた。 また、「研究会」 の内容と

して学習会やワークショップの開催を取り入れた

ことである。 参加者間で情報共有を図り、 各自で

きることと協働すべきことを互いに確認する、 そ

こから公私協働していく道を見つけ出していった

のである。

６． おわりに

本稿で着目した「研究会」 は、 障がい児を抱え

て生活しづらさで苦しんでいた親が個人や民間の

限界を感じ、 戦略として行政と協働することを選

び、多様な主体を巻き込んで公私協働関係を築い

た実践活動の基盤組織である。多主体が「研究会」

という同じ時空間を共にし、 思いを共有し、 共

通目標を見つけ、 力を合わせて公私協働していく

ことによってこそ 「同志・仲間」 関係に変わると

いえよう。【…機関連携とよくいいますが、 顔を

知らにや…やはり顔を合わせて話し合うことで、

人々がつながると思います】 と行政担当者が語っ

ているように、 互いに顔を合わせて協働していく

機会や場を設けることが公私協働の要件であると

いえる。 柏木は、「協働は結論ではなく協働の過

程 （プロセス） であり、 クライエントに道を整え

てあげるレールを敷いてあげるというように結論

を提示するのではなく、 一緒に難題に直面するプ

ロセスそのものに意味がある」 と述べている （柏

木・佐々 木２０１０：６３‐６４）。

　

本研究は、 障がい児を抱えている親と共に多主

体が公私協働して実践活動を展開していくプロセ

スを明らかにすることができた。「わが子のため

に」 から「Ａ市全体の障がい児のために」 みんな

で一緒に、 したたかに戦略的に行動し、 誰とも肩

を組んでしなやかに働くプロセスそのものに意味

があるといえよう。

　

本研究の意義は、 障がい児支援に関わる多主体

による公私協働の萌芽から公私協働による実践活

動を展開しているプロセスについて、 時間を掛け

て参与観察を行い、 公私協働の要因を抽出できた

ことである。 本研究の限界は、「研究会」 に参加

している他のメンバーへの調査ができていない点

である。 今後新しい参加者へのインタビュー調査

を行い検証していくことにしたい。

　
１）１９９２年「新・社会福祉協議会基本要項」 の

　　

５つの活動原則の一つである 「公私協働の

　　

原則」 において公私の社会福祉及び保健・

　　

医療、 教育、 労働等の関係機関・団体、 住

　　

民等の協働と役割分担により計画的かつ総
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公Ｎｏ．２（通算Ｎｏ４２）

　

合的に活動を進めるとしている。１９９３年中

　

央社会福祉審議会地域福祉専門分科会の意

　

見具申 「ボランティア活動の中長期的な振

　

興方策について」 において 「参加型福祉社

　

会と公私協働」 の項においてボランティア

　

の役割について公私のパートナーシップを

　

打ち立てるものであるとしている。

２）“しょうがい“

　

の表記は、Ａ市は公式的に “障

　

がい“

　

となっ ている ことに した がっ て “障

　

がい“

　

と表記 している。 しか し、 制 度の 中

　

に使われているものは “障害” と表記して

　

い る。

３） 研究会の名称を「療育‘教育」 としている

　

理由について聞いたところ、「療育」 は福祉

　

現場の充実を目指し、「教育」 は４） の「親

　

の会」 が小学校・中学校の保護者であるこ

　

とから教育現場の改善や充実を求め、 学校

　

における子どもの生活支援を目指してこの

　

名称にしたとのことだった。「研究会」 と

　　

して正式には、２００６年１月２３日に発足され、

　

２０１３年７月現在まで定例研究会４０回、 作業

　

部会１７回、 市長との対話３回、 障がい児 「教

　

育・保健・福祉連絡会」 ２回、 を開いてい

　

る。 それ以外にも非公式的な活動や親睦会

　

を通 して参加 者間の コミ ュニケー ショ ンを

　

図っている。 設立当初は毎月１回開催され

　

ていたが、 現在は２～３か月に１回開かれ

　

ている。 ただし、 必要に応じて毎月開かれ

　　

る場合もある。 参加者数は平均３５～４０人と

　　

なっている。 そのうち親は１０人前後である。

　

定例研究会の所要時間は２時間程度である。

　　

活動内容は実践の報告、意見交換、視察報告、

　

協議、 他自治体の事例検討、 講演や講義を

　

伴う学習会、 ワークショップなどを行う。

　

障がい児の生活問題の解決方法をまとめて

　

市長に提案していく。
４）１９７６年にＡ市内の小・中学校の障がい児学級

　

在籍時の保護者によって構成された組織で

　　

ある。 結成当初１１校で始まり、 現在は５８校

　　

で構成され、 会員数３９２名である。 主な活動

　　

として障がい児を有する親や一般市民に向

　　

けて情報を発信している。

７）

８）

９）

１０）

１１）

５）「親の会」 は毎年、 執行部から親を対象に自

由記述によるニーズ調査を行っているが、

その中で、 親の不十分な心理的支援に対す

る不安が多く表明された。「研究会」 に参加

した親からも毎回主張された。
「親の会」 で協議し、 意図的にＡ市と同じ規

模 （中核都市） の自治体を選んだと言って

いる。

「研究会」 の参加者は、 親、 障がい福祉課研

究会担当職員、 保健所保健課、 教育委員会、
総合福祉事業団、 大学教員、 地域生活支援

センター、 児童家庭支援センター、 障がい

児支援福祉施設・機関の代表、 医療関係者、
ＭＳＷ、 障害児及び子育て支援ＮＰＯ法人代表

などである。
宮本 （２００１） は参与観察を５つに類型化し

ている。 ①純粋な観察者、 ②控え目に参与

する観察者、 ③参与と同等の比重をかける

研究者、 ④実践的な目的のために観察も心

かける参与者、 ⑤純粋な参与者である。 本

研究において、 筆者はファシリテーターと

して研究会に関与するとともにワーキング

グループ（作業部会） 結成の提案と実践を

行っているため④の立場で参与していると

いえる。

調査対象として８人を選んだ理由は、「研究

会」 の参加者は３５人前後ではあるが、「研

究会」 の立ち上げ当時の駆け引きなどにつ

いて熟知していて、 継続して 「研究会」 に

参加している人が８人であったからである。

親の中には、「研究会」 の発足に関わり初期

段階に参加していたが、 子どもが成長し高

校生になってから参加しなくなった人もい

る。 その人々には依頼していない。

２０１１年６月２９日の作業部会において、 調査

協力者６名（２名欠席）と他の参加者（５名）

の前で、インタビュー調査の分析結果（表１）

と公私協働の展開 （図１） を用いて発表し、
学会や学会誌への発表の許可を得、 第５９回

日本社会福祉学会で発表した。
障がい福祉課職員が他自治体の実践現場を

３回視察し、「研究会」の場で報告した。

６）



障がい児支援における公私協働の戦略～Ａ市障害児療育 ゞ教育研究会の取り組みから～

　　　　　

１３９

１２） 子どもの様子について関わる施設や医療機

　

関や学校に対して、 親は同じことを説明す

　

ることになり、 大変な負担になっていると

　

いう意見が出された。 そこで、 読むだけで

　

子どもの特徴が理解できるように親自身が

　

子どもの療育記録ファイルを作成するよう

　　

に無料配布している。 親に対する研修を公

　　

私協働で行っている。

１３） きっかけは、 総合療育相談センターに深刻化

　　

した不登校の相談事例が増えたことであっ

　　

た。 不登校児の実態とその支援内容を互い

　　

に知り、 今後の対策についてみんなで考え

　　

るために３回行った。 午前１０時から午後４

　　

時まで長時間かけて行った。 参加者は毎回

　　

３５～４０名であった。 筆者はファシリテーター

　　

を務めた。

１４） 毎年、「親の会」 の執行部が、 親を対象に記

　

述方法によるニーズ調査を行い、 その内容

　　

を教育委員会や行政に報告し、 その解決を

　　

要望している。「研究会」 においても報告さ

　　

れていたが、 障がい福祉課からより科学的

　　

なデータにしていくために調査していこう

　　

という提案があり、親、行政、ＮＰＯ法人代表、

　　

教育委員会、筆者などが一緒にワークショッ

　　

プや議論を重ね、 アンケート調査票の作成、

　　

調査実施及び分析を行い、 その結果を研究

　　

会で報告した。 ホームページに載せて親に

　　

フイ ー ドバ ッ ク して い る。
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